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Ⅰ 米国競争法(政策) 
 

本号では、司法省による買収事件の提訴と多国籍犯罪組織による価格カルテル、独占化等
の事件における被告⼈による有罪答弁を取り上げる。 

１件目は、司法省による買収差止めのための⺠事提訴事件に関するものである。この買収
事件の当事者は、米国の特定分野における WLAN ソリューションの市場シェア２位の企業
と３位の企業であるとされる。司法省は、この買収が⾏われれば同市場における競争が実質
的に減殺されるおそれがあるとして、裁判所に提訴した。 

２件目は、多国籍犯罪組織による、移⺠転送代⾏サービスについて価格カルテル、移⺠転
送代⾏業の市場分割、同市場を独占化することの共謀について、刑事被告⼈らが⾏った有罪
答弁に関するものである。この事件には司法省反トラスト局以外の機関も関与しており、そ
れら機関の幹部の談話も公表された。 

 
１ 企業結合 
(1) 司法省(DOJ)、Hewlett Packard による 140 億ドル(約 2 兆580 億円、１ドル＝147 円換算)で

の競合無線ネットワーク技術の供給者 Juniper Networks の買収案を阻止するために提訴
(2025 年1 月30 日)1 

 
 DOJ は、2025 年 1 月 30 日、Hewlett Packard Enterprise Co.’s(HPE)による競合無線ローカ
ルネットワーク(WLAN)技術の供給者 Juniper Networks(Juniper)の買収提案を阻止するために
提訴した。 

DOJ のプレスリリースによれば、大要次のとおりに説明される。 
HPE と Juniper は、それぞれ、米国におけるエンタープライズ・グレードの WLAN ソリ

ューションの第二位・第三位の規模の企業である。訴状によれば、DOJ は、買収案はクレイ
トン法７条に違反して、当事会社間の激しい直接的な競争を減じ、価格を引き上げ、技術革
新を減じ、米国企業の選択を減じるであろうと主張している。 

DOJ 反トラスト局⻑代理の Omeed A. Assefi は次のように語った。｢HPE と Juniper は成
功した会社である。しかし、WLAN 市場において競争相手として競争し続けることよりも、
合併して既に集中度の高い市場で集中度をさらに高めることを選択した。この合併が生じさ
せる脅威は仮説的なのものではない。米国の病院や小規模な企業を含む重要な産業がその使
命を完遂するために、無線ネットワークに依存している。この合併案は競争を著しく減じ、
技術革新を弱め、その結果、米国経済の大部分にとって、無線テクノロジーの供給者から得
られるものは減少し、それらに支払う額は増えるであろう。｣ 

 

1 Justice Department Sues to Block Hewlett Packard Enterprise’s Proposed $14 Billion Acquisition of Rival Wireless 
Networking Technology Provider Juniper Networks, January 30, 2025. 
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WLAN 技術(ハードウェア、ソフトウェア及び先進⼈工知能を含む)は、現代の職場にとって不
可欠である。今日、何百万ものアメリカ⼈が会社の資源を創出・共有し、無線対応機器から
インターネットにアクセスしている。小売業の従業員はワイヤレスで支払いを決済し、在庫
を記録する。医師は医療記録に電話やタブレットでアクセスし、外出中に患者の救命措置を
追跡する。大学生は自身のノートパソコンでノートを取り、寮の部屋から授業の教材にアク
セスする。無線ネットワークは、それにより多くの従業員が自身のコンピュータネットワー
クやインターネットに接続する主要な手段である。 

訴状にあるように、Juniper は、小規模なプレイヤーから米国における第三位の規模のエ
ンタープライズ・グレードの WLAN の供給者に急速に成⻑した破壊的な有⼒企業である。
Juniper は多くの顧客にとって無線ネットワークの管理コストを実質的に引き下げた技術革
新的なツールも導入した。この競争圧⼒によって、HPE は自身のサービスを値下げするとと
もに、自身の技術革新に投資した。HPE は、Juniper の重要性が増していることを認識し、
契約で競合した際に Juniper に勝つために、自社の技術者及び販売員に必須のトレーニング
を含むキャンペーンを⾏った。実際に、買収案が発表される僅か一か月前に、第一線の HPE
の販売員は、｢数十件の取引機会を Juniper が HPE から奪おうとしているため、Juniper の
脅威が差し迫っている｣と懸念していた。ある HPE の上級幹部はチーム対して、Juniper と
の｢ストリートファイトにルールはない｣と念を押し、販売機会を巡って直接対決するときは
ジュニパーを｢ただきのめす(kill)｣よう促した。 

今、HPE が小さな、技術革新的な競合を買収しようとしている。買収案が許されるなら
ば、既に高い集中度を有する市場がいっそう強固になり、合併後の HPE と市場シェア一位
の Cisco Systems Inc.で市場シェア 70%を有することになる。不可欠的に重要な技術の市場
における本件の競争の実質的な減少は、クレイトン法がそれを防ぐために制定された、まさ
にその脅威を市場にもたらすものである。 

 
２ 価格カルテル、市場分割、独占化事件 
(1) 8 ⼈の被告⼈が移⺠転送代⾏業の独占化、価格カルテル、競争者の恐喝及び資⾦洗浄の広

範なスキームについて有罪答弁を⾏った(2025 年3 月11 日)2 
 

2025 年 3 月 11 日、DOJ は、８名の被告⼈が、テキサス州ロス・インディオス、同州ハーリ
ンゲン及びブラウンズビル近郊の国境地帯における移⺠転送代⾏業(transmigrante forwarding 
agency industry)における⻑期にわたる、かつ、暴⼒的な独占の共謀について、有罪答弁をしたと
公表した。 

DOJ によるプレスリリースによれば、大要次のように説明される。 
 

2 Eight Individuals Plead Guilty to Wide-Ranging Scheme to Monopolize Transmigrante Forwarding Industry, Fix Prices, 
Extort Competitors, and Launder Money, March 11, 2025 
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DOJ の幹部は次のように語っている。 
｢DOJ 刑事局は、暴⼒的な犯罪組織が活動するいかなる市場においても、それらに責任を負

わせることに注⼒する。暴⼒を使って業界を支配する多国籍犯罪組織は法の及ぶ限り起訴され
るだろう。｣(DOJ 刑事局⻑ Matthew R. Galeotti) 

｢これらの有罪答弁は、暴⼒と強奪によって価格カルテルを⾏い、米国⼈が生計を立てるため
に頼りにする不可欠なサービスの市場の独占化を⾏った者を裁くものである。DOJ 反トラスト
局は、米国の自由市場に害を与えようとする者を含む暴⼒的な犯罪者を起訴することで公衆を
保護するために、あらゆる手段を使い続けるだろう。｣(DOJ 反トラスト局刑事執部⻑ Emma 
Burnham) 

｢価格カルテルは公衆と実業界の双方に害を及ぼす。このような企みは、⼈為的に価格を引き
上げ、消費者に通常であれば支払う以上の支払いを強いる。その中核において、そのような市
場の共謀は消費者からの窃盗でしかない。｣(テキサス州南部地区連邦検事 Nicholas J. Ganjei) 

｢これらの被告⼈は、競争を排除するために、脅迫、暴⼒及び威嚇を用いて、恐怖によって支
配しようとした。彼らの有罪答弁は、価格カルテルと市場分割は重大な犯罪であり、法と公正
な取引よりも利益を優先させる者に責任を負わせるという明確なメッセージとなる。｣(DOJ 連
邦捜査局犯罪捜査部次⻑ Chad Yarbrough) 

｢本日の答弁は、国際取引と米国経済を搾取する多国籍犯罪組織に対する連邦政府の厳しい
追及を反映するものである。この暴⼒的な企みは、国境地帯の安全と経済安全保障を害する貪
欲さによって煽られた。国土安全保障省は、米国及び合法的な取引を保護するために、多大な
資源を優先的に投入している。｣(国土安全保障省捜査局特別捜査官 Craig Larrabee) 

 
ヒューストンの連邦地方裁判所に提出された書類によると、被告⼈ Carlos Martinez、Pedro 

Antonio Calvillo Hernandez、Roberto Garcia Villareal、Sandra Guerra Medina、Mireya Miranda
は、シャーマン法１条に違反して、価格カルテルを⾏い、移⺠転送代⾏業の市場分割を⾏った
罪とシャーマン法２条に違反して同市場を独占化することを共謀した罪について有罪答弁を⾏
った。共謀者は移⺠転送代⾏サービスの価格カルテルを⾏うとともに、｢プール｣として知られ
る中央化組織を作り、共謀者間で収入を集めて分配し、他の同業者との競争を制限し、価格を
引き上げた。プールのメンバーは、移⺠転送代⾏サービスにカルテル価格を付けているかどう
か、合意通りにプールに支払っているかどうかを監視することで、プールの規則を実施した。 

被告⼈ Martinez、Calvillo、Villareal、Carlos Yzaguirre は、恐喝によって取引を妨害すること
を共謀した罪について有罪答弁を⾏った。Martinez はまた恐喝によって取引を妨害した罪につ
いて有罪答弁を⾏った。被告は、移⺠転送代⾏業者にプールへの支払いや他の恐喝的な料⾦の
支払いを強制することを共謀した。共謀者は、反トラスト違反の恐喝的な共謀を促進するため
に、脅迫、強要及び暴⼒⾏為を⾏った。被告⼈ Martinez は、少なくとも 950 万ドル(約 13 億
9650 万円、１ドル＝147 円換算)の恐喝の責任を問われた。 
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Martinez 及び Jose de Jesus Tapia Fernandez は、恐喝で得た利益の資⾦洗浄の共謀について
の罪についても有罪答弁を⾏った。恐喝の共謀から得た現⾦は、Martinez 及びその家族が管理
する銀⾏口座に入⾦されたが、これは収益の性質、出所、所有権、管理を隠し、偽装するため
であった。 

Martinez は、4 件の不動産と押収した米国通貨 37 万 5,000 ドル(約 5,500 万円、１ドル＝147 円
換算)を没収し、罰⾦を支払い、恐喝被害者に全額を返還することに同意した。Guerra、Miranda、
Calvillo、Villareal も司法取引の一部として罰⾦を支払うことに同意した。 

Rigoberto Brown、Miguel Hipolito Caballero Aupart、Diego Ceballos-Soto も起訴され、逃亡
中である。 

シャーマン法に違反する市場分割、価格カルテル、独占の共謀には、自然⼈に対して最高 10
年の禁固刑と最高 100 万ドルの罰⾦が科される。ホッブス法違反の恐喝による通商妨害の共謀
には、最高 20 年の禁固刑と最高 25 万ドルの罰⾦が科される。マネーロンダリングの共謀に
は、最高 20 年の禁固刑と最高 50 万ドルの罰⾦が科される。連邦地裁の裁判官は、米国量刑ガ
イドライン及びその他の法定要素を考慮した上で量刑を決定する。 

  
(米国競争法(政策)の担当は、白石 幸輔・名古屋商科大学経済学部准教授。お問い合わせは、公正取引協
会 info@koutori-kyokai.or.jp までお願いします。) 
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Ⅱ 欧州競争法(政策)  
 

本号では、買収事件 4 件を取り上げる。 
1 件目において欧州委員会は、NVIDIA による Run:ai の買収提案を無条件で承認した。欧

州委員会は、(ⅰ)データセンターで使用するディスクリート GPU、(ⅱ)GPU オーケストレーシ
ョン・ソフトウェアの供給市場に対する取引の影響を調査したものの、EEA 市場、イタリア
市場のいずれにおいても、競争上の懸念を惹起することはないと結論付け、本件買収を無条
件で承認した。 

2 件目において欧州委員会は、Synopsys による Ansys の買収提案を条件付きで承認した。
欧州委員会は、両社の事業が重複している(ⅰ)光学ソフトウェア、(ⅱ)フォトニクスソフトウェ
ア、(ⅲ)チップの設計に使用される電子設計自動化(EDA)ソフトウェアツールの供給に係る世
界市場における取引の影響を調査したところ、競争上の懸念が認められた。欧州委員会は、
重複する全事業を適切な購入者に売却することを内容とする問題解消措置が提案されたこ
とを受け、本件買収を条件付きで承認した。 

3 件目において欧州委員会は、International Paper による DS Smith の買収提案を条件付
きで承認した。欧州委員会による調査の結果、(ⅰ)ポルトガル北部と⻄部の段ボールシート、
(ⅱ)スペイン北東部の高耐久性段ボールシート、(ⅲ)フランス北⻄部の段ボール箱の製造・供給
市場における競争が減少することが明らかになった。欧州委員会は、両当事者から提案のあ
った International Paper のヨーロッパに所在する工場 5 か所の売却を内容とする問題解消措
置の全面的な実施を条件に本件買収を承認した。 

4 件目において欧州委員会は、Constantia による Aluflexpack AG の買収提案を条件付きで
承認した。欧州委員会による調査の結果、EEA(欧州経済領域)におけるウェットペットフード
と特定の食品(パテなど)用の滅菌可能なアルミニウム容器・蓋の供給市場における競争が減
少することが明らかになった。欧州委員会は、両当事者から提案のあった(ⅰ)EEA における
Aluflexpack のウェットペットフード、滅菌食品事業全体の売却、(ⅱ)Constantia の事業の柔軟
包装事業の販売・生産持株会社 MTX グループへの売却を内容とする問題解消措置の全面的
な実施を条件に本件買収を承認した。 

 
１ 買収事件 
(1) 欧州委員会、NVIDIA による Run:ai の買収を承認(2024 年12 月20 日)3 
 

欧州委員会は 2024 年 12 月 20 日、EU 合併規制の下、NVIDIA Corporation(以下｢NVIDIA｣
という。)による Run:ai Labs Ltd(以下｢Run:ai｣という。)の買収提案を無条件で承認した。欧州委

 

3  Presse Release, European Commission, Commission approves acquisition of Run:ai by NVIDIA, 20 December 
2024. 
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員会は、本件取引が EEA(欧州経済領域)において競争上の懸念を惹起することはないと結論付
けた。 

Run:ai の現在の売上高は僅少であるため、本件取引は EU 合併規則に定められた届出基準
に達していないため、同国競争法の規定に従って審査請求権を用いたイタリア競争当局の要請
を受け、同国において通知された。イタリア競争当局は本権限により、ある取引について具体
的な競争制限をもたらす可能性があり、同国競争法に定められている他の条件が満たされると
判断する場合、国内売上高基準を満たしていない取引についても審査できる。イタリアは、EU
合併規則 22 条 1 項に基づいて欧州委員会に移送要請を提出した。加盟国は本規定により、EU
規模は有していないものの、単一市場内の貿易に影響を与え、移送した加盟国内の競争に重大
な影響を与えるおそれのある合併の審査を欧州委員会に要請できる。欧州委員会が 2024 年 10
月 31 日にイタリアの要請を受け入れたことを受け、本件取引は同年 11 月 15 日に欧州委員会
に通知された。 
 
欧州委員会の調査 

NVIDIA は、データセンター・アプリケーション用の半導体の一種であるグラフィック・プ
ロセッシング・ユニット(以下｢GPU｣という。)を設計、供給している。Run:ai は、オンプレミ
ス、クラウド、ハイブリッド環境を問わず、法⼈顧客が⼈工知能コンピューティング・インフ
ラストラクチャを計画、管理、最適化できるようにする GPU オーケストレーション・ソフト
ウェアを提供している。 

欧州委員会は、(ⅰ)データセンターで使用するディスクリート GPU、(ⅱ)GPU オーケストレー
ション・ソフトウェアの供給市場に対する取引の影響を調査した。 

NVIDIA と Run:ai の活動は重複しないが、GPU と GPU オーケストレーション・ソフトウ
ェアには互換性確保が求められる。欧州委員会は、本件取引実施後に NVIDIA が自社の GPU
と Run:ai の競争者の GPU オーケストレーション・ソフトウェア間の互換性、Run:ai のソフ
トウェアと NVIDIA の競争者の GPU 間の互換性を阻害できるかどうかを評価した。 

欧州委員会は、市場調査に基づいて、以下のことを認定した。 
・NVIDIA は、データセンターで使用されるディスクリート GPU の世界市場において支

配的地位を有している可能性が高い。しかしながら互換性を保証するツールが利用可能
で広く使用されているため、NVIDIA には競争関係にある GPU オーケストレーショ
ン・ソフトウェアとの互換性を阻害する技術的能⼒も動機もないことが、Run:ai の競争
者により確認されている。 

・現在 Run:ai は、GPU オーケストレーション・ソフトウェア市場において重要な地位を
有していない。顧客は Run:ai と同様の高度なソフトウェア機能を備えた十分に信頼で
きる代替品に引き続きアクセスできるほか、GPU オーケストレーション・ソフトウェ
アを社内で構築することもできる。 
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したがって欧州委員会は、提案された買収は、EEA 又はイタリアの調査対象とされた市場
のいずれにおいても、競争上の懸念を惹起することはないと結論付け、本件取引を無条件で承
認した。 
 
当事者と製品 

NVIDIA(米国)は、データセンター、ゲーム、プロフェッショナル・ビジュアライゼーショ
ン、自動車アプリケーション向けの GPU を含む高速コンピューティング・プラットフォーム
を設計、供給している。また同社は、ネットワーク相互接続製品とソリューションを提供して
いる。同社は、NASDAQ に上場している。 

Run:ai(イスラエル)は、データセンターで使用する GPU クラスターの業務量を顧客が計画す
るのに役立つ GPU オーケストレーション・ソフトウェアを開発する⺠間のスタートアップ企
業である。 
 

(2) 欧州委員会、Synopsys による Ansys の買収を条件付承認(2025 年1 月10 日)4 
 

欧州委員会は 2025 年 1 月 10 日、EU 合併規則の下、Synopsys, Inc.(以下｢Synopsys｣という。)
による Ansys, Inc.(以下｢Ansys｣という。)の買収提案を承認した。本件承認は、当事者が提示し
た問題解消措置の完全遵守を条件とする。 
 
欧州委員会の調査 

欧州委員会は、両社の事業が実際、又は潜在的に重複している(ⅰ)光学ソフトウェア、(ⅱ)フォ
トニクスソフトウェア、(ⅲ)チップの設計に使用される電子設計自動化(EDA)ソフトウェアツー
ルの供給に係る世界市場における取引の影響を調査した。 

また欧州委員会は、合併後の当事者が、(ⅰ)異なる EDA ソフトウェアツール、(ⅱ)Synopsys が
主要プロバイダーであるシステムオンチップ設計用のEDAソフトウェアツールと半導体知的
財産ソリューションを、バンドルで提供したり、相互運用性を妨害する潜在的能⼒と動機を評
価した。 

欧州委員会による調査の結果、両社の活動はおおむね補完的であるものの、当初届出のあっ
た取引では、以下の製品の供給に係る世界市場における競争が減少することが明らかになった。
(ⅰ)大規模なマクロスケールのシステム(スクリーン、車のヘッドライト等)上での光の動作をシミ
ュレートする光学ソフトウェア、(ⅱ)より小さなナノスケールの光学システム(デジタルカメラ、
ソーラーパネル等)上での光の動作をシミュレートするフォトニクスソフトウェア、(ⅲ)レジスタ
転送レベルの電⼒消費分析ソフトウェア(チップ設計プロセスの初期段階で電⼒消費を確認するた

 

4 Presse Release, European Commission, Commission approves Synopsys ’acquisition of Ansys subject to conditions, 10 
January 2025. 
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めに使用される EDA ソフトウェアツール)。 
欧州委員会は、本件取引により上記各市場における両社の市場シェアと集中度が高くなると

結論付けた。また欧州委員会は、合併により誕生する事業者に十分な競争圧⼒を与える代替性
ある競争事業者が存在しないと結論付けた。本件取引が実施された場合、ソフトウェアの価格
が上昇し、顧客の選択肢が減ることになる。 
 
提案された問題解消措置 

両当事者は欧州委員会の競争上の懸念を解消するため、重大な競争上の懸念が特定された市
場における合併当事者の活動に関して、重複するすべての事業を適切な購入者に売却すること
を提案した。具体的には、 

・Synopsys の光学、フォトニクスソフトウェア(Code V、LightTools、LucidShape、RSoft、ImSym
等) 

・Ansys のレジスタ転送レベルの電⼒消費解析ソフトウェア PowerArtist 
である。 

上記問題解消措置は、光学、フォトニクス、レジスタ転送レベルの電⼒消費分析ソフトウェ
アの供給の世界市場において十分な競争と選択肢が確保されることを保証するものであり、欧
州委員会の競争上の懸念に完全に応えるものである。 

欧州委員会は、別の手続により売却事業の適切な購入者を承認する予定であり、Synopsys は
承認を得た後にのみ Ansys の買収を実施できる。 

欧州委員会は、市場テストにおいて受け取った肯定的なフィードバックを踏まえて、問題解
消措置によって修正された取引は競争上の懸念を惹起しないと結論づけた。本決定は、問題解
消措置の完全な遵守を条件とする。なお、欧州委員会の監督の下、独立した管財⼈が問題解消
措置の実施を監視する。 
 
当事者と製品 

Synopsy(米国)は、主にチップなどの半導体デバイスの設計に使用される EDA ソフトウェ
ア、サービス、ハードウェアを提供している。また同社は、半導体知的財産も提供している。 

Ansys(米国)は、主にデジタルモデルを介して製品、プロセス、システムの動作をシミュレー
ト及び分析するためのマルチフィジックス・シミュレーション、分析ソフトウェアとサービス
を提供している。上記ツールの一部は EDA ツールであり、専らチップ設計者がチップ設計ワ
ークフローで使用している。 

本件取引は、2024 年 11 月 11 日に欧州委員会へ届出が⾏われた。 
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(3) 欧州委員会、International Paper による DS Smith の買収を条件付承認(2025 年 1 月 24
日)5 

 
欧州委員会は、合併規則の下、International Paper Company(以下｢International Paper｣という。)

による DS Smith Plc(以下｢DS Smith｣という。)の買収提案を承認した。本件承認は、両当事者が
提案した問題解消措置の完全な遵守を条件とする。 
 
欧州委員会による調査 

International Paper と DS Smith は、垂直統合された製紙、包装事業者である。欧州委員会
による調査の結果、当初届出のあった取引により、(ⅰ)ポルトガル北部と⻄部の段ボールシート、
(ⅱ)スペイン北東部の高耐久性段ボールシート、(ⅲ)フランス北⻄部の段ボール箱の製造・供給市
場における競争が減少することが明らかになった。 

とりわけ欧州委員会は、本件取引により複数の地域市場において市場占拠率と集中度が上昇
することになると結論付けた。また欧州委員会は、合併により誕生する事業者に十分な競争圧
⼒をかけるのに足る代替的競争者が存在しなくなると結論付けた。これにより影響を受ける市
場では、消費者向けの価格が上昇することになる。 
 
提案された問題解消措置 

欧州委員会の競争上の懸念に対処するため、両当事者はヨーロッパに所在する International 
Paper の工場 5 か所の売却を提案した。具体的には、(ⅰ)フランスのノルマンディーにある 3 工
場(Saint-Amand-Villages の箱工場、Montague の箱工場、Cabourg のシート工場)、(ⅱ)ポルトガルの
Ovar にある箱工場、(ⅲ)スペインの Bibao にある箱工場である。 

上記措置は、フランス北⻄部の段ボール箱市場における当事者の事業上の重複を完全に排除
することにより、欧州委員会が認定した競争上の懸念に完全に対処するものである。また上記
措置は、ポルトガルとスペインにおける問題のある地域市場の段ボールシート供給に関する重
複を排除し、段ボール箱に関する垂直的閉鎖の懸念を払拭するものである。その後、欧州委員
会は売却事業の適切な購入者を承認することになる。 

欧州委員会は、市場テスト中に寄せられた肯定的なフィードバックを受け、本件措置により
修正された取引は競争上の懸念を惹起するものではないと結論付けた。 

本決定は、措置が完全に遵守されることを条件とする。欧州委員会の監督の下、独立した管
財⼈が措置の履⾏を監視する。 
 
 

 

5 Presse Release, European Commission, Commission approves International Paper’s acquisition of DS Smith subject to 
conditions, 24 January 2025. 
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事業者と製品 
米国に本社を置く International Paper は、再生可能な繊維利用の包装材とパルプ製品の提供

業者であり、繊維利用の廃棄物のリサイクル業者でもある。北米、南米、北アフリカ、ヨーロ
ッパの製造拠点の顧客にサービスを提供している。 

英国に本社を置く DS Smith は、主としてヨーロッパと北米の市場に焦点を当てた持続可能
な繊維利用の包装材の国際的な提供業者であり、リサイクルと製紙事業も⾏っている。 

なお、本件取引は 2024 年 11 月 25 日に欧州委員会に届出が⾏われた。 
 
(4) 欧州委員会、Constantia による Aluflexpack の買収を条件付承認(2025 年1 月 29 日)6 
 

欧州委員会は、合併規則の下、Constantia Flexibles GmbH(以下｢Constantia｣という。)による
Aluflexpack AG(以下｢Aluflexpack｣という。)の買収提案を承認した。本件承認は、両当事者が提
示した問題解消措置の完全な遵守を条件とする。 
 
欧州委員会による調査 

Constantia は、プラスチックやアルミニウムベースの製品を含むフレキシブル包装ソリュー
ションの世界的な製造供給業者である。Aluflexpack は、多くの業界向けに主としてアルミニ
ウム製のフレキシブル包装ソリューションを製造、提供している。 

欧州委員会による調査の結果、両当事者は食品、ペットフード、乳製品、医薬品など多くの
最終用途向けの柔軟アルミニウム包装材の供給で競合していることが判明した。 
欧州委員会は、本件取引により EEA(欧州経済領域)におけるウェットペットフードと特定の食
品(パテなど)用の滅菌可能なアルミニウム容器・蓋の供給市場における競争が減少することを
認定した。欧州委員会は、EEA において非常に高い市場占拠率と市場集中度がもたらされる
と結論付けた。 

また欧州委員会は、合併により誕生する事業者に競争圧⼒をかけるのに足る代替的供給業者
が存在しなくなることも認定した。これによりヨーロッパにおける食品、ペット用食品製造業
者向けの価格上昇と選択肢減少がもたらされる可能性が高い。 
 
提案された問題解消措置 

欧州委員会の競争上の懸念に対処するため、両当事者は現在 Omiš(クロアチア)に所在する
Aluflexpack の Omial Novi 工場の一部であるすべての資産と⼈員を含む EEA における
Aluflexpack のウェットペットフード、滅菌食品事業全体の売却を提案した。 

欧州委員会は、市場テスト中に寄せられた肯定的なフィードバックを受け、本件措置により

 

6  Presse Release, European Commission, Commission approves Constantia’s acquisitionof Aluflexpack subject to 
conditions, 29 January 2025. 
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修正された取引は競争上の懸念を惹起するものではないと結論付けた。これは、独立した事業
が売却されることにより、購入者が売却事業を市場で永続性ある競争⼒として運営できるよう
になるため、両当事者の事業活動の重複が完全になくなるためである。 

Constantia は、チェコの柔軟包装事業の販売・生産持株会社 MTX グループに事業を売却す
ることを提案した。欧州委員会は、本件とは別に⾏われる買手の承認手続において、買手に関
する結論を正式に発表する予定である。 

本決定は、措置が完全に遵守されることを条件とする。欧州委員会の監督の下、独立した管
財⼈が措置の履⾏を監視する。 
 
当事者と製品 

オーストリアに本社を置く Constantia は、プラスチックやアルミニウムベースの製品を含
む柔軟包装ソリューションの世界的な製造供給業者である。製品ポートフォリオには、食品、
ペットフード、飲料、医薬品、パーソナルケア製品など日常的に使用される製品向けの柔軟包
装ソリューションが含まれる。同社は 2024 年 1 月以降、One Rock Capital Partners, LLC に
より単独管理されている。 

Aluflexpack は、多くの業界向けの柔軟包装ソリューションの製造供給業者である。包装ソ
リューションは主にアルミニウム製であり、多く多くの食品、ペットフード、医薬品、その他
の食品以外の製品に使用されている。 

なお、本件取引は 2024 年 11 月 28 日に欧州委員会へ届出が⾏われた。 
 
(欧州競争法(政策)の担当は、多田 英明・東洋大学法学部教授。お問い合わせは、公正取引協会
info@koutori-kyokai.or.jp までお願いします。) 


